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全国の書店でお申込み頂けます

少子高齢社会総合統計年報 2025 冊ISBN978-4-86563-118-0
定価 本体14,800円＋税

女性の暮らしと生活意識データ集 2025 冊ISBN978-4-86563-116-6
定価 本体14,800円＋税

介護・看護サービス統計データ集 2025 冊ISBN978-4-86563-114-2
定価 本体14,800円＋税

冊ISBN978-4-86563-110-4
定価 本体14,800円＋税

食の安全と健康意識データ集 2024 冊ISBN978-4-86563-107-4
定価 本体14,800円＋税

書籍購入申込書 申 込 月 日

書　店　名　/　販　売　店

男女共同参画社会データ集 2024

例えばこんなことがわかります！最新のデータ、グラフが満載

●ISBN978-4-86563-118-0
●三冬社 編集制作部 編
●2024年11月27日発行
●A4判336頁
●定価 本体
　14,800円＋税

公共機関・大学図書館・研究室、公共図書館の必備図書

物価高が影響する消費と子育てや暮らし！ 　 
子育てや仕事が安心な環境を考えるための
幅広い統計集。

地域経済、若者の就業、国の財政、社会保障、国民生活など、日本の「少子高齢
社会」の課題について考えるためのデータが満載。国際比較も拡充。

20252025

少子少子高齢高齢社会社会
総合統計年報総合統計年報

2045年の人口ピラミッド

日本は子どもを「産みやすい国」に近づいているか
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基本的なデータから意識調査まで幅広く網羅！
● 第 1子出生時の母の平均年齢……

2005 年 29.1歳 ➡ 2023 年 32.3歳
● 25 歳〜 29 歳の母の出生数の推移……

1985 年 68.3万人 ➡ 2023 年 18.9万人
● 35 歳〜 39 歳の母の出生数の推移……

1985 年 9.4万人 ➡ 2023 年 17.4万人
● 東京圏に現在居住、または居住経験のある18 歳〜 29 歳女性が地方から

転出する理由……
1位 やりたい仕事、やりがいのある仕事が地方では見つからない　58.9％
2 位 東京（東京圏）と比べて年収が少ない　56.1％
3 位 若者が楽しめる場所や施設が少ない　53.5％

●  東京圏に現在居住、または居住経験のある18 歳〜 29 歳女性が 
東京圏を選ぶ理由……
1位 東京（東京圏）の生活（ライフスタイル）に憧れがある　66.5％
2 位 文化・娯楽などの刺激が多くある　65.6％
3 位 自分の夢や、やりたいことを実現できそう　53.2％

● 2023 年の首都圏の本社移転動向……転出 347社　　転入 310社
● 国及び地方の長期債務残高……

1990 年度末 266兆円 ➡ 2024 年度末 1,315兆円
● 国及び地方の長期債務残高の対 GDP 比……

1990 年度末 59％ ➡ 2024 年度末 214％
● 男子中学生の将来なりたい職業

1位 YouTuber などの動画投稿者　23.0％　2 位 公務員　13.0％　
3 位 会社員　11.0％

● 女子中学生の将来なりたい職業
1位 歌手・俳優・声優などの芸能人　18.0％　
2 位 絵を描く職業（漫画家・イラストレーター・アニメーター）　13.0％　
3 位 デザイナー（ファッション・インテリアなど）／医師　11.0％

● 男子高校生の将来なりたい職業
1位 IT エンジニア・プログラマー　12.5％　2 位 公務員　12.3％　
3 位 会社員　11.3％

● 女子高校生の将来なりたい職業
1位 保育士・幼稚園教諭　12.0％　2 位 公務員　11.5％　
3 位 看護師　9.8％



例えばこんなことがわかる・図表グラフが750点以上掲載
少子高齢社会に関する様々なデータがこの1冊にまとまった

三冬社ホームページには すべてのデータ集を掲載　https://www.santho.net/

マーケティング調査・企画提案・研究・経営改善のための必備図書

主な出典元：�内閣府/総務省/厚生労働省/文部科学省/国土交通省/農林水産省/財務省/こども家庭庁/スポーツ庁/警察庁/（独）労働政策研究・研修機構/国立社
会保障・人口問題研究所/（公財）東北活性化研究センター/農林水産政策研究所/（一社）移住・交流推進機構/（公財）1more�Baby�応援団/全国学童
保育連絡協議会/認定NPO法人全国こども食堂支援センター・むすびえ/（公財）産業雇用安定センター/（一財）高齢者住宅財団・（一財）高齢者住宅協
会/（公財）日本ホスピス・緩和ケア研究振興財団/（公財）全国老人クラブ連合会/その他団体・企業等

A4判　2024 年 10月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-116-6

女性の暮らしは改善されているのか？
所得の増加とインフレのバランスで生活は豊かに
なっているのか？女性の生活を読み解くデータ集。

女性の暮らしと生活意識
データ集 2025

A4 判　2024 年 2月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-107-4

健康寿命をいかに延ばすか？
食品の安全と健康食品を含む食品の機能に注目した
食と 健康に関する総合統計集。

食の安全と健康意識
データ集 2024

A4 判　2024 年 5月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-110-4

世界中の国や地域で問題となる男女の格差！ 　
我が国の問題点と必要な対応策を考えるための
幅広い統計集。

男女共同参画社会
データ集 2024

A4 判　2024 年 9月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-114-2

持続可能な医療と介護の制度構築は可能なのか ?
若者と高齢者の調和した介護サービスのあり方を
再検討するためのデータ集。

介護・看護サービス
統計データ集 2025
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1-1-6
我が国

の人口
ピラミ

ッド（2023年10月1日現在）

図表
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1-1-7
年齢3区

分別、
総人口

に占め
る割合

の推移
（1950年～2023年）
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1-1-12 都道府県別
、高齢人口

（65歳以
上）割合の

増減（2020年・2015年、各10月1日現在）

図表
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＜2020年・都道
府県別、高
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合の増減
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（注）小
数点第 2位で四捨

五入する
前の数値

による差
分

出典：総
務省統計

局「（令和
2年・平成

27年）国勢
調査」

都道府県

高齢人口
割合と増

減

2020年 2015年
2020年－　

2015年（pt）

全
国 28.7 26.6 

2.0

北 海 道 32.2 29.1 
3.1

青 森 県 33.9 30.1 
3.8

岩 手 県 33.8 30.4 
3.4

宮 城 県 28.3 25.7 
2.6

秋 田 県 37.6 33.8 
3.8

山 形 県 34.0 30.8 
3.2

福 島 県 31.8 28.7 
3.2

茨 城 県 29.9 26.8 
3.1

栃 木 県 29.2 25.9 
3.3

群 馬 県 30.4 27.6 
2.8

埼 玉 県 27.1 24.8 
2.3

千 葉 県 27.6 25.9 
1.8

東 京 都 22.8 22.7 
0.2

神 奈 川
県 25.6 23.9 

1.7

新 潟 県 32.9 29.9 
3.1

都道府県

高齢人口
割合と増

減

2020年 2015年
2020年－　

2015年（pt）

富 山 県 32.8 30.5 
2.2

石 川 県 30.0 27.9 
2.1

福 井 県 30.8 28.6 
2.1

山 梨 県 31.1 28.4 
2.7

長 野 県 32.2 30.1 
2.2

岐 阜 県 30.6 28.1 
2.5

静 岡 県 30.2 27.8 
2.4

愛 知 県 25.4 23.8 
1.6

三 重 県 30.2 27.9 
2.3

滋 賀 県 26.4 24.2 
2.3

京 都 府 29.4 27.5 
1.9

大 阪 府 27.5 26.1 
1.3

兵 庫 県 29.3 27.1 
2.2

奈 良 県 31.7 28.7 
3.0

和 歌 山
県 33.4 30.9 

2.5

鳥 取 県 32.5 29.7 
2.7

都道府県

高齢人口
割合と増

減

2020年 2015年
2020年－　

2015年（pt）

島 根 県 34.4 32.5 
1.9

岡 山 県 30.7 28.7 
2.0

広 島 県 29.6 27.5 
2.0

山 口 県 34.8 32.1 
2.7

徳 島 県 34.5 31.0 
3.5

香 川 県 31.9 29.9 
2.0

愛 媛 県 33.4 30.6 
2.8

高 知 県 35.6 32.8 
2.8

福 岡 県 28.1 25.9 
2.2

佐 賀 県 30.8 27.7 
3.2

長 崎 県 33.1 29.6 
3.5

熊 本 県 31.6 28.8 
2.8

大 分 県 33.5 30.4 
3.1

宮 崎 県 32.7 29.5 
3.2

鹿 児 島
県 32.8 29.4 

3.3

沖 縄 県 22.6 19.6 
2.9
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3 人口動態 -出生・死亡・死産
・婚姻・離婚

厚生労働省「令和5年（2023）人口動態統計（確定数）の概況」「令和5年（2023）人口動態統計月報年計（概数）の概況」「令和4

年人口動態統計（報告書）」「（令和5年・平成27年・平成17年）人口動態統計（出生）年次」「令和4年人口動態統計（死亡・婚姻）年次」

「平成30年 我が国の人口動態（平成28年までの動向）」「平成27年 我が国の人口動態（平成25年までの動向）」

1-3-1 出生・死亡・死産・婚姻・
離婚の年次推移（確定数）（1947年～2023年）

図表
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【2023年確定数】

出生数
727,288人

死亡数
1,576,016人

死産数
15,534胎

婚姻件数
474,741組

離婚件数
183,814組

離婚（右目盛）
婚姻（右目盛）
死産（左目盛）
死亡（左目盛）
出生（左目盛）

出生

婚姻

死産

死亡

離婚

（注）1　1972 年以前は沖縄県を含まない。

2　死産数の 1948 年、1949 年には自然死産・人工死産の不詳を含む。

出典：厚生労働省「令和 5 年（2023）人口動態統計（確定数）の概況」

1-3-2 人口動態総覧（確定数）（2023年・2022年）

図表

注：1） 出生・死亡・自然増減・婚姻・離婚・年齢調整死亡率は人口千対、乳児死亡・新生児死亡・早期新生児死亡率は出生

千対、死産率は出産（出生＋死産）千対、周産期死亡・妊娠満 22 週以後の死産率は出産（出生＋妊娠満 22 週以後の

死産）千対の率である。

　：2）年齢調整死亡率は、2015 年モデル人口で算出している。

出典：厚生労働省「令和 5 年（2023）人口動態統計（確定数）の概況」

実 数
率1）

2023年 2022年
対前年増減 2023年 2022年

増減数（人） 増減率（％）

出 生 （人） 727,288 770,759 △43,471 △5.6 6.0 6.3

男性
372,603 395,257 △22,654 △5.7 6.3 6.7

女性
354,685 375,502 △20,817 △5.5 5.7 6.0

死 亡 （人） 1,576,016 1,569,050 6,966 0.4 13.0 12.9

男性
802,536 799,420 3,116 0.4 13.6 13.5

女性
773,480 769,630 3,850 0.5 12.4 12.3

（再掲）乳児死亡 （人） 1,326 1,356 △30 △2.2 1.8 1.8

新生児死亡 （人） 600 609 △9 △1.5 0.8 0.8

自然増減 （人） △848,728 △798,291 △50,437 … △7.0 △6.5

死 産 （胎） 15,534 15,179 355 2.3 20.9 19.3

自然死産
7,152 7,391 △239 △3.2 9.6 9.4

人工死産
8,382 7,788 594 7.6 11.3 9.9

周産期死亡 （胎・人） 2,404 2,527 △123 △4.9 3.3 3.3

妊娠満22週以後の死産 1,943 2,061 △118 △5.7 2.7 2.7

早期新生児死亡
461 466 △5 △1.1 0.6 0.6

婚 姻 （組） 474,741 504,930 △30,189 △6.0 3.9 4.1

離 婚 （組） 183,814 179,099 4,715 2.6 1.52 1.47

2023年 2022年

合計特殊出生率 1.20 1.26

年齢調整死亡率1）2）
男性 14.1 14.4

女性 7.8 7.9
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7 全国の住宅・空き家等の状況
総務省「令和5年住宅・土地統計調査 住宅及び世帯に関する基本集計（確報集計）結果」（2023年10月1日現在）2-7-1 総住宅数、総世帯数及び1世帯当たり住宅数の推移（1958年〜2023年）
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（＊印の数値は、沖縄県を含まない。）

2-7-2 住宅の建て方別、住宅数の推移（1993年〜2023年）
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2-7-3 共同住宅の階数別割合の推移（1993年〜2023年）
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人口減少に関する長野県民の意識
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内閣府調査（2014年）

本調査
n=943

0.6

2.3

2.0

2.2

2.0

1.1

（注）内閣府調査は、「日本の」人口に関して、本調査は、「長野県」について尋ねている。2-8-6 長野県の人口減少による不安や心配
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（注） 選択肢は、「全く不安や心配がない」「あまり不安や心配がない」「やや不安や心配がある」「とても不安や心配がある」「何とも言えない」。グラフは、「とても不安や心配がある」の多い順

に、「やや不安や心配がある」の合計を表す。

2-8-4 各県の人口減少ショック報道

図表

年月日

見出し

メディア

2019年 6月21日 「賢く縮む」か高知県　人口70万人割れでも成長めざす

日本経済新聞電子版

2021年 3月20日 鳥取県人口55万人割れ　戦後初、減少が加速

山陰中央新報デジタル

2021年 7月28日 岩手の人口、戦後初の120万人割れ

朝日新聞 DIGITAL

2022年 2月28日 静岡県人口、35年ぶりに360万人割れ…若者の県外流出も要因

読売新聞オンライン

2022年12月29日 佐賀県人口80万人割れ　戦後初、少子化の影響鮮明

佐賀新電子版

2023年 4月12日 愛知県の22年人口、750万人割れ　中部3県は6年連続減

日本経済新聞電子版

2023年 3月25日 縮む兵庫、人口540万人割れ　転出超過は全国最多　県内企業への就職率2割強、出生数も目標値届かず 神戸新聞 NEXT

2023年 4月28日 徳島県の推計人口、70万人割れ　ほぼ1世紀ぶり

日本経済新聞

2023年 5月 7日 栃木の人口、35年ぶりに190万人割れ　日光市はピーク比2割超減

朝日新聞 DIGITAL

2023年 9月27日 島根の人口　初めて65万人割り込む　想定超のペースで減少

NHK 島根 NEWS WEB

2023年10月31日 富山、人口100万人割れ目前　県内、若年層女性の流出深刻

日本経済新聞電子版

2023年12月25日 上毛かるたも初の下方修正　群馬県、39年ぶり人口190万人割れ

毎日新聞

2024年 1月 7日 新潟県で止まらない人口減少、2024年にも210万人割れ　「歯車を止め、逆回転させるのは容易ではない」

と花角英世知事

新潟日報デジタルプラス

2024年 1月24日 秋田県人口91万人割れ、1月1日現在　1年で1万6千人減

秋田魁新報電子版

2024年 2月 7日 人口「200万人割れ」迫る長野県　人口減の影響緩和策に力点　【特集 2024年長野県予算案】
信濃毎日新聞デジタル

大学生にきく結婚後の働き方や子育てに関する意識
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4-2-13 「今のところあまり子どもは欲し

くない」推移（16年卒〜25年卒）

図表

4-2-15
（4-2-9で「今のところ子どもは欲しくない」「子育ての

ことなど考えたこともない」と回答した以外の者対象）

欲しい子どもの数（25年卒）

図表

4-2-14 今のところ子どもは欲しくない

理由（25年卒）

図表

4-2-16 将来的に希望する働き方 
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1-1-24
日本人・

外国人別
、人口の

社会増減
の推移（2005年～2023年）

図表

出典：総
務省統計

局「人口
推計」（2023年 10月 1日現在

）

1-1-25
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口の割合
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構造指数
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注：1）人口
4,000万人以

上の国と
した。　

　

　：2）
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人口 × 100 
 

：3）
65歳以上

人口 × 100

15～64歳人口
  

 
        15～64歳人口

　：4）
15歳未満

人口＋ 65歳以上
人口 × 100 

：5）
65歳以上

人口 × 100

             
15～64歳人口

 
 

        15歳未満
人口

資料：United Nations,

           “
World Population Prospects, The 2022 Revision”によ

る 2023年の年
央推計値

出典：総
務省統計

局「人口
推計」（2023年 10月 1日現在

）
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1-1-10 都道府県別、年
少人口（15歳未

満）割合の増減
（2020年・2015年、各10月1日現在）

図表

0.0pt以上

-0.3～ -0.0％未満

-0.6～ -0.3％未満

-0.9～ -0.6％未満

-0.9pt未満

＜2020年・都道府県
別、年少人口割

合の増減＞

（注）小数点第
2位で四捨五入

する前の数値に
よる差分

出典：総務省統
計局「（令和 2年・平成 27年）国勢調査

」

都道府県

年少人口割合と
増減

2020年 2015年
2020年－

2015年（pt）

全 国 12.1 12.6 -0.5

北 海 道 10.8 11.4 -0.6

青 森 県 10.6 11.4 -0.8

岩 手 県 11.1 11.9 -0.8

宮 城 県 11.9 12.5 -0.6

秋 田 県 9.7 10.5 -0.7

山 形 県 11.3 12.1 -0.8

福 島 県 11.5 12.1 -0.6

茨 城 県 11.9 12.6 -0.8

栃 木 県 12.0 12.9 -0.9

群 馬 県 11.8 12.8 -1.0

埼 玉 県 12.0 12.6 -0.6

千 葉 県 11.9 12.4 -0.5

東 京 都 11.5 11.5 0.1

神 奈 川 県 12.0 12.6 -0.6

新 潟 県 11.4 12.0 -0.6

都道府県

年少人口割合と
増減

2020年 2015年
2020年－

2015年（pt）

富 山 県 11.3 12.2 -0.9

石 川 県 12.3 13.0 -0.7

福 井 県 12.6 13.3 -0.6

山 梨 県 11.6 12.4 -0.8

長 野 県 12.1 13.0 -0.9

岐 阜 県 12.4 13.2 -0.8

静 岡 県 12.2 13.0 -0.8

愛 知 県 13.3 13.8 -0.6

三 重 県 12.2 13.0 -0.8

滋 賀 県 13.9 14.5 -0.7

京 都 府 11.8 12.3 -0.5

大 阪 府 12.0 12.5 -0.6

兵 庫 県 12.5 12.9 -0.4

奈 良 県 11.8 12.5 -0.7

和 歌 山 県 11.5 12.1 -0.6

鳥 取 県 12.5 12.9 -0.4

都道府県

年少人口割合と
増減

2020年 2015年
2020年－

2015年（pt）

島 根 県 12.3 12.6 -0.2

岡 山 県 12.6 13.1 -0.5

広 島 県 12.8 13.4 -0.5

山 口 県 11.6 12.2 -0.6

徳 島 県 11.2 11.7 -0.5

香 川 県 12.3 12.8 -0.5

愛 媛 県 11.8 12.4 -0.6

高 知 県 11.0 11.6 -0.6

福 岡 県 13.3 13.4 -0.1

佐 賀 県 13.6 14.0 -0.5

長 崎 県 12.6 13.0 -0.4

熊 本 県 13.3 13.6 -0.2

大 分 県 12.3 12.7 -0.4

宮 崎 県 13.3 13.7 -0.4

鹿 児 島 県 13.3 13.5 -0.2

沖 縄 県 16.9 17.4 -0.5

（単位：％）

少子高齢社会202
5_1章.indb   24

少子高齢社会202
5_1章.indb   24

2024/11/14   17:4
7

2024/11/14   17:4
7

各種世帯の所得等の状況
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官
庁
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に
み
る

少
子
高
齢
化

断ち切りから内側 3mm 以内に章タイトルを配置。可能な限り１行でおさめる。

7 各種世帯の所得等の状況
厚生労働省「2023（令和5）年 国民生活基礎調査」（配布調査）
2023年7月調査、全国の4,674世帯対象

1-7-1 各種世帯の1世帯当たり平均所
得金額（2018年・2020年～2022年）図表 1-7-2 世帯主の年齢階級別、世帯人員 

1人当たり平均所得金額（2023年）図表

0

200

400

600

800

1,000
（万円）

児童のいる
世帯

高齢者世帯
以外の世帯

高齢者
世帯

全世帯

524.2

304.9

651.1

812.6

545.7

318.3

665.0

785.0

564.3

332.9

685.9

813.5

552.3

312.6

659.3

745.9
2022年
2021年

2020年
2018年

0

200

400

600

800
（万円）

65 歳以上
（再掲）

70 歳
以上

60 ～
69 歳

50 ～
59 歳

40 ～
49 歳

30 ～
39 歳

29 歳
以下

227.8 246.1 229.4

309.4
248.4

193.5 203.0

339.5

608.5

696.0

758.5

536.6

381.0
407.2

1人当たり
1世帯当たり

1世帯当たり平均所得金額
524万2千円

世帯人員1人当たり平均所得金額
235万8千円所

得
金
額

（注）2020 年は 2019 年の所得の調査を実施していない。

1-7-3 各種世帯の1世帯当たり平均所得金額の年次推移（1985年～2022年）図表

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900
（万円）

210.6

児童のいる世帯児童のいる世帯児童のいる世帯

高齢者世帯以外の世帯高齢者世帯以外の世帯高齢者世帯以外の世帯
2020 年 813.52020 年 813.52020 年 813.5

高齢者世帯

全世帯

児童のいる世帯

高齢者世帯以外の世帯
2020 年 813.5

高齢者世帯

全世帯

�20 �21 2022
（年）

�19�18�17�16�15�14�13�12�11�10�09�08�07�06�05�04�03�02�012000�99�98�97�96�95�94�93�92�91�90�89�88�87�861985

1
世
帯
当
た
り
平
均
所
得
金
額

1998年
335.5

1998年
335.5

1994年
664.2

1994年
664.2

1996年
713.9

1996年
713.9

493.3
513.9

539.8539.8

812.6

651.1

304.9

524.2

812.6

651.1

304.9

524.2

（注）1　1994 年の数値は、兵庫県を除いたものである。
2　2010 年の数値は、岩手県、宮城県及び福島県を除いたものである。

3　2011 年の数値は、福島県を除いたものである。
4　2015 年の数値は、熊本県を除いたものである。
5　2020 年は、2019 年の所得の調査を実施していない。

1-7-4 所得金額階級別、世帯数の相対度数分布（2023年）図表
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2,000
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100
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未満

6.9

14.6 14.5
12.9

10.7

8.5

6.4 5.8
4.6

3.7
2.6 2.3 1.8

1.0 0.8 0.7 0.3 0.3 0.3 0.2
1.3

中央値 405万円

平均所得金額 524万2千円
平均所得金額以下

（62.2％）
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（単位：円）都道府県名 最低賃金時間額1） 引上げ
額

引上げ
率（％） 発効年月日2）

北 海 道 1,010 （ 960 ） 50 5.2 2024年 10月1日青 森 953 （ 898 ） 55 6.1 2024年 10月5日岩 手 952 （ 893 ） 59 6.6 2024年 10月27日宮 城 973 （ 923 ） 50 5.4 2024年 10月1日秋 田 951 （ 897 ） 54 6.0 2024年 10月1日山 形 955 （ 900 ） 55 6.1 2024年 10月19日福 島 955 （ 900 ） 55 6.1 2024年 10月5日茨 城 1,005 （ 953 ） 52 5.5 2024年 10月1日栃 木 1,004 （ 954 ） 50 5.2 2024年 10月1日群 馬 985 （ 935 ） 50 5.4 2024年 10月4日埼 玉 1,078 （ 1,028 ） 50 4.9 2024年 10月1日千 葉 1,076 （ 1,026 ） 50 4.9 2024年 10月1日東 京 1,163 （ 1,113 ） 50 4.5 2024年 10月1日神 奈 川 1,162 （ 1,112 ） 50 4.5 2024年 10月1日新 潟 985 （ 931 ） 54 5.8 2024年 10月1日富 山 998 （ 948 ） 50 5.3 2024年 10月1日石 川 984 （ 933 ） 51 5.5 2024年 10月5日福 井 984 （ 931 ） 53 5.7 2024年 10月5日山 梨 988 （ 938 ） 50 5.3 2024年 10月1日長 野 998 （ 948 ） 50 5.3 2024年 10月1日岐 阜 1,001 （ 950 ） 51 5.4 2024年 10月1日静 岡 1,034 （ 984 ） 50 5.1 2024年 10月1日愛 知 1,077 （ 1,027 ） 50 4.9 2024年 10月1日三 重 1,023 （ 973 ） 50 5.1 2024年 10月1日滋 賀 1,017 （ 967 ） 50 5.2 2024年 10月1日京 都 1,058 （ 1,008 ） 50 5.0 2024年 10月1日大 阪 1,114 （ 1,064 ） 50 4.7 2024年 10月1日兵 庫 1,052 （ 1,001 ） 51 5.1 2024年 10月1日奈 良 986 （ 936 ） 50 5.3 2024年 10月1日和 歌 山 980 （ 929 ） 51 5.5 2024年 10月1日鳥 取 957 （ 900 ） 57 6.3 2024年 10月5日島 根 962 （ 904 ） 58 6.4 2024年 10月12日岡 山 982 （ 932 ） 50 5.4 2024年 10月2日広 島 1,020 （ 970 ） 50 5.2 2024年 10月1日山 口 979 （ 928 ） 51 5.5 2024年 10月1日徳 島 980 （ 896 ） 84 9.4 2024年 11月1日香 川 970 （ 918 ） 52 5.7 2024年 10月2日愛 媛 956 （ 897 ） 59 6.6 2024年 10月13日高 知 952 （ 897 ） 55 6.1 2024年 10月9日福 岡 992 （ 941 ） 51 5.4 2024年 10月5日佐 賀 956 （ 900 ） 56 6.2 2024年 10月17日長 崎 953 （ 898 ） 55 6.1 2024年 10月12日熊 本 952 （ 898 ） 54 6.0 2024年 10月5日大 分 954 （ 899 ） 55 6.1 2024年 10月5日宮 崎 952 （ 897 ） 55 6.1 2024年 10月5日鹿 児 島 953 （ 897 ） 56 6.2 2024年 10月5日沖 縄 952 （ 896 ） 56 6.3 2024年 10月9日全国加重
平均 1,055 （ 1,004 ） 51 5.1 ー

4 都道府県別賃金
厚生労働省「令和5年賃金構造基本統計調査」「令和6年度 地域別最低賃金 答申状況」「地域別最低賃金の全国一覧　令和6年度地

域別最低賃金改訂状況」

出典：厚生労働省「令和 5 年賃金構造基本統計調査」
注：1）括弧内の数字は改定前の地域別最低賃金額。　：2）効力発生日は、答申公示後の異議の申出の状況等により変更となる可能性がある。
出典：厚生労働省「地域別最低賃金の全国一覧　令和 6 年度地域別最低賃金改訂状況」

2-4-1 全国及び都道府県別賃金（男女計）（2023年）

図表
2-4-2 都道府県別、最低賃金の全国一覧（令和６年度地域別最低賃金改定状況）

図表
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2-10-7 人口減少と少子・高齢化の進行による集落の変容（推計結果）

図表

（注）集落ごとに行ったコーホート分析によって推計した年齢別の集落人口に基づく。

資料：「地域の農業を見て・知って・活かす DB」より筆者作成。

出典：農林水産政策研究所「第 2章 農業集落の変容と将来予測に関する統計分析―集落構造の変化と西暦 2045 年の農業集落の姿―　橋詰　登」

2-10-8 西暦2045年における「存続危惧集落数」上位30市町村

図表
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2,353

9,667

31,6194,059

27,119
9,168

30,192

721

3,304

12,708

1,224

11,031

3,263

12,791

138

726
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175

4,534

656

4,576

74

277

2,253

174

2,374

324

1,250

0
5,000 10,000

20,000 25,000
35,000
（集落）

【存続危惧集落】人口が9人以下でかつ高齢化率が50％以上の集落

【人口急減集落】今後30年間で集落人口が1/3未満になる集落

【超高齢化集落】集落世帯員の
2/3以上が65歳以上の集落

【子どもがいない集落】14歳以下の子どもがいない有人集落
2045年

2015年

2045年

2015年

2045年

2015年

2045年

2015年
〜

15,000

30,000

都市的地域

山間農業地域

平地農業地域 中間農業地域

全国
順位 都道府県名 市町村名

2015年
農業センサスの農業集落数

2015年

2045年（予測値）

存続危惧
集落数 存続危惧

集落割合（%）
存続危惧
集落数 存続危惧

集落割合（%）

無人化集落数

無人化集落数

1 山口県 岩国市
506

49
9 9.7 138

23
27.3

2 長野県 長野市
647

18
0 2.8 121

5
18.7

3 愛媛県 久万高原町 171
11

0 6.4
86

3
50.3

4 広島県 庄原市
512

8
0 1.6

85
7

16.6

5 鹿児島県 曽於市
455

21
0 4.6

80
15

17.6

6 島根県 益田市
353

31
0 8.8

79
7

22.4

6 島根県 大田市
398

11
0 2.8

79
0

19.8

6 山口県 周南市
400

25
3 6.3

79
11

19.8

9 新潟県 上越市
687

31
4 4.5

77
10

11.2

10 高知県 仁淀川町 140
21

0 15.0
76

23
54.3

11 山口県 周防大島町 272
6

0 2.2
75

1
27.6

11 北海道 旭川市
275

23
1 8.4

75
7

27.3

13 徳島県 那賀町
131

11
2 8.4

70
10

53.4

13 愛媛県 大洲市
363

7
0 1.9

70
2

19.3

15 徳島県 三好市
239

6
0 2.5

69
2

28.9

16 徳島県 つるぎ町 114
19

1 16.7
67

10
58.8

16 大分県 中津市
285

11
0 3.9

67
12

23.5

16 岡山県 高梁市
306

8
0 2.6

67
4

21.9

19 富山県 富山市
573

42
8 7.3

66
11

11.5

20 大分県 日田市
336

12
0 3.6

65
0

19.3

21 島根県 浜田市
426

18
1 4.2

63
2

14.8

22 愛媛県 西予市
268

13
0 4.9

62
9

23.1

23 山口県 萩市
332

3
0 0.9

61
1

18.4

24 広島県 神石高原町 195
11

0 5.6
59

1
30.3

24 岡山県 新見市
343

1
0 0.3

59
2

17.2

26 大分県 豊後大野市 323
8

0 2.5
58

5
18.0

27 広島県 安芸太田町 130
15

0 11.5
57

1
43.8

28 石川県 輪島市
181

7
0 3.9

56
5

30.9

29 島根県 江津市
246

21
1 8.5

54
1

22.0

29 宮城県 石巻市
252

11
2 4.4

54
19

21.4

29 岡山県 真庭市
444

6
0 1.4

54
2

12.2

（参考）全国
138,256 2,251 181 1.6 9,667 722

7.0

（注）「存続危惧集落」とは、集落人口が 9人以下でかつ高齢化率が 50％以上の集落。

資料：「地域の農業を見て・知って・活かす DB」より筆者作成。

出典：農林水産政策研究所「第 2章 農業集落の変容と将来予測に関する統計分析―集落構造の変化と西暦 2045 年の農業集落の姿―　橋詰　登」
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4-17-9 国や自治体の出産・子育て支援制度に対する印象（複数回答）

図表
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（注）スコアは「あてはまる」「ややあてはまる」の合計値

4-17-10 国や自治体の出産・子育て支援制度について調べて活用している者1）の割合

図表
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注：1）4-17-9で「制度について調べて活用している」と答えた者の割合

4-17-11 国や自治体による出産・子育て支援制度の中で、出産を後押しされる制度（複数回答）

図表

（注）スコアは「実際にこのような支援制度に後押しされて出産を決めた経験がある」「経験はないが、今後、自分が出産を決める後押しになる」の合計値
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全 体 2,961 55.8 54.6 52.4 51.7 51.5 43.0 35.7 33.0 29.4 28.7

20～24歳 64 56.3 49.8 64.0 48.1 46.4 50.8 21.3 28.9 33.2 27.0

25～29歳 458 64.1 62.1 61.1 56.4 58.2 47.7 34.6 36.7 36.9 35.9

30～34歳 1,092 59.1 60.9 55.8 55.9 55.8 45.9 39.0 37.0 30.9 30.0

35～39歳 1,129 51.5 47.8 45.1 47.0 46.1 37.1 35.1 28.6 24.8 25.2

主な内容紹介

第１章  官庁統計にみる少子高齢化
人口ピラミッド / 都道府県別将来推計人口 / 都道府県別にみ
る出生 / 高齢者世帯の分布 / 人口動態 / 世帯の状況 / 各種世
帯の所得等の状況 / 産業別にみる就業者数の推移　など

第2章  地域経済と若者の就業
都道府県別財政力指数 /消費者物価地域差指数 /人口移動 /
全国の空き家状況（2023年）/人口減少に関する意識/Uター
ン・地元就職　など

第3章  国の財政と国民生活
国と地方の財政 / 社会保障に関する意識 / 国民所得 / 国民
負担率 / 国民医療費 /介護保険給付 /生活保護　など

第4章  結婚・仕事・子育てと少子化対策
中高生の将来意識 /大学生の結婚後の働き方や子育て意識 /婚
活サービスの利用 /子どもの教育費 /物価高による家計への影
響 /育児休業制度 /少子化対策・保育所の状況 /子どもの貧困　
など

第5章  高齢者の生活と高齢化対策
シニアの楽しみ / 金融資産・生活設計 / 生きがい / 就労ニー
ズ / 健康意識 / 住宅資産 / 親子関係 / 孤独 / 外出 / 老人クラ
ブ /1人暮らし高齢者の死亡数　など

第6章  国際比較
世界人口 /労働力 /経済 /福祉 /学校教育費 /子育て支援施策 /
年金制度　など


